
■大阪湾諸港の一元化に向けた取り組み 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

■制度設計の概要 
 
 
 

 
 
○制度設計イメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 
  
  （めざすべき姿） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・港湾業務(法 12 条)の意思決定の⼀元化と⺠の視点の導⼊ 
・府市港湾局による海岸業務、地方港湾業務の一体化 

府市行政委員会による取り組み 

・港湾業務(法 12 条)の意思決定の⼀元化と⺠の視点の導⼊ 
・委員会事務局では海岸業務（府）、地方港湾を担わない 

■大阪湾諸港の港湾のめざすべき姿（大阪湾諸港の港湾管理の一元化）  
 

○関西経済の成長・安全安心の確保  ⇒ 港湾の国際競争力強化・利便性の向上、防災機能の向上が必要 

（大阪湾諸港の課題）               （方向性） 

 
 
 
 
   

    
 

  

府市港湾管理の一元化について           平成２８年９月 都市整備部 

■スケジュール 
〇府議会 9月議会（前半）：府市港湾管理の一元化議案提出（市会も同時） 
 

 

 

 
 
〇今後の議会：関連議案提出 
 

 
  
〇業務開始 規則で定める（平成 30年 4月予定） 

・連携協約制定の件 

・大阪府市港湾委員会条例案 及び 大阪府市港湾委員会の共同設置に関する件 

・大阪府組織条例の一部改正条例案 及び 大阪府市港湾局の共同設置に関する件 

・大阪府地方港湾審議会条例の一部改正条例案 及び 大阪府市港湾審議会の共同設置に関する件 

・関連して改正が必要な条例・規則等の制定改廃（府職員の給与取扱条例（市が提案）、港湾施設条例等） 

・委員会の委員の同意    ・関連予算案 
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○大阪湾諸港の港湾管理の一元化 

  ・地域の利害に左右されない広域的な視点 

  ・意思決定の一元化 

○民の視点による機動的かつ効率的な港湾運営 

   ・外部有識者による専門性、多様性の導入 

   ・自治体からの独立 

   ・独立採算による運営 

○大阪湾沿岸の海岸防災の機能向上 

○自治体毎の縦割り管理（4自治体 5港湾）の解消 

・各々で港湾機能フルセット対応による非効率 

・湾全体で見た空間利用・施設利用に偏り 

・港湾管理者ごとに投資計画を策定 

・各々で海岸防災を担任 

○サービス水準の維持向上と管理コストの削減 

   ・利用者ニーズへの機動的な対応が困難 

・老朽化等による管理コストの増大 

○自治体から独立し、機動的・柔軟なサービスが可能な 

「新港務局※」による港湾管理の一元化を実現 

○あわせて、大阪湾の海岸管理の連携 

         ↓ 

○ＳＴＥＰ１として府市での取り組みを実施 

 

世界主要港のコンテナ取扱量推移（単位：万ＴＥＵ） 

 1980年 2014年（速報値）
順位 港湾名 取扱量 順位 港湾名 取扱量

1  ニューヨーク（米国） 195 1 上海（中国） 3,529
2  ロッテルダム（オランダ） 190 2  シンガポール 3,387
3 香港 146 3  深圳（中国） 2,404
4 神戸( 日本） 146 4  香港（中国） 2,228
5  高雄（台湾） 98 5  寧波－舟山（中国） 1,943
6  シンガポール 92 6  釜山（韓国） 1,868
7 サンファン（プエルトリコ） 85 7 青島（中国） 1,662
8  ロングビーチ（米国） 82 8  広州（中国） 1,641
9  ハンブルグ（ドイツ） 78 9 ドバイ（アラブ首長国連邦） 1,525
10  オークランド（米国） 78 10  天津（中国） 1,405

    ：     ：
39 大阪 25 28 京浜【東京】 500

    ：     ：
46 名古屋 21 48 京浜【横浜】 289

    ：
51 名古屋 271

    ：
56 阪神【神戸】 255

    ：
60 阪神【大阪】 249

②
③
④

大阪府市
港湾協議会

①

① 大阪港、堺泉北港、
阪南港の港湾法12条業務

② ①以外の
港湾管理業務

①

連携協約

大阪府市港湾局 ≪共同設置≫

港湾計画作成
建設・維持管理
埋立事業
ポートセールス等

港湾区域･臨港
地区の許認可
埋立免許等

市 長知 事

③海岸管理業務 ④ ① ,②,③以外の業務

海岸保全基本計画作成
建設・維持管理
海岸防災 等

普通財産の貸付等

大阪府市

港湾委員会

≪共同設置≫

大阪府 大阪市

【堺泉北港港湾管理者】
【阪南港港湾管理者】
【地方港港湾管理者】
【海岸管理者】

【大阪港港湾管理者】
【海岸管理者】

円滑な事業実施のため
の協議調整の場 

大阪湾諸港の港湾管理の一元化 

3 港一体となった港湾計画
の作成やポートセールス等
の実施 

○従前案「行政委員会の共同設置」は、港湾管理の中心となる法第 12条業務に関し、知事・市長から独 

立した執行機関として、外部有識者による意思決定の一元化が実現 

○今回案は、従前案の特徴を活かしつつ、 

・法第 12条以外の業務のより円滑な事業実施のため「連携協約」・「法定協議会」を追加 

・府市の港湾業務に加え、府の地方港湾及び海岸業務も同一の組織で担えるよう「府市港湾局の共同設 

置」に変更し、従前案を強化 

港湾・海岸を各々⾃治体が管理 

今回の府市での取組み(ＳＴＥＰ１)により、一元化の効果を示しつつ課題整理等を行い、４港

湾管理者による協議調整を進め、「新港務局※」による大阪湾諸港の港湾管理の一元化をめざす。 

【従前案】 
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【今回案】 

全ての港湾・海
岸業務を同一
の組織で実施 

※現⾏法の「港務局」は、⾃治体から独⽴した法⼈で物流と海岸等を担う港湾管理者。固定資産税等の課税や広域
管理にあたっての港湾管理者の資格要件の制限がある。 

港湾・海岸業務の円滑な事業実施のための理念の共有 
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府（自治体）

知事 市長
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■府市港湾管理の一元化（本制度設計案）により期待できる主な効果 

 Ⅰ-4 

Ⅱ 

各々の共通課題を解消！ 
（役割分担の明確化や重複機能の集約による低利用施設の有効活用 等） 

 

Ⅰ 

Ⅲ-1 

Ⅲ-2 

利用者の利便性向上（利用者ニーズに応じた様々な用途、規模、料金の一括提示） 
（ 

人材、ノウハウ、組織の共同化による港湾運営能力の向上 

Ⅲ 業務・組織の⼀元化による利便性の向上、組織運営の効率化 

住民の安全・安心の確保・向上 （大阪府域全体の海岸管理業務の一元化） 
 

Ⅱ 大阪市から岬町までの広域的な港湾防災・海岸防災の構築が可能 

Ⅰ ⼤阪港・堺泉北港・阪南港で⼀体となった港湾計画策定・ポートセールスが可能 

※実施に当たって、利⽤者ニーズの把握、費⽤対効果等の検討が必要

各々の強みを伸ばす！（国際コンテナ航路と内航航路の連携）

○大阪港の強み
国際戦略港湾として定期コンテナ航路が充実

大
阪
港

堺
泉
北
港
・
阪
南
港

大阪港

○堺泉北港の強み
内航定期航路が充実

(現状) 大阪港は世界の主要港との定期コンテナ航路が充実しており、堺泉北港は関⻄唯⼀の関東へのデイ
リー便をはじめ⻄⽇本の各港との内航定期航路が充実している。
(期待できる施策・効果等) 両港の強みである国際コンテナ航路と堺泉北港の内航航路の組合せを⼀貫し
たシステムとして事業者に提案することが可能となり、相乗効果により双⽅の港の利⽤促進が期待できる。
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西日本各地へ

阪神港で唯一、関東と
の上り下りのデイリー
便を有し、 便数は、大
阪湾内最多

一元化後（短・中期）

堺泉北港

大阪港

国際コンテナ定期航路と内航定期航路の連携イメージ

Ⅰ-1

(現状) ⼤阪港の背後地では、⼤型物流施設の建設が進み物流⽤地が不⾜ぎみ。堺泉北港、阪南港で
は新たな物流⽤地の整備が進む。
(期待できる施策・効果等） 堺泉北港等の新たな用地において大阪港のバックヤードとしての物流機能
の補完と、⼟地利⽤の活性化が期待できる。
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※実施に当たって、利⽤者ニーズの把握、費⽤対効果等の検討が必要

現状

大
阪
港
・
堺
泉
北
港
・
阪
南
港

堺泉北港汐⾒沖地区、阪南港阪南２区では、建設
残⼟等を活⽤した埋⽴により、新たな物流⽤地の整
備が進む

堺泉北港汐見沖地区
阪南港阪南2区

⼤阪港の背後地では、物流⽤地が不⾜ぎみ

堺泉北港・
阪南港

⼀元化後（中・⻑期）

大阪港

物流機能
の補完

お互いに補完しあう！（堺泉北港・阪南港での保管機能の補完）Ⅰ-2

(現状) 南海トラフ地震、津波・高潮等に対する防災機能は、大阪市、大阪府が各々で担任
(期待できる効果等) 大阪府域で一体となった防災計画を作成し、府市の港湾局が所管している全ての
海岸管理業務を⼀元的に⾏い、広域的に状況を把握することによって、より的確な対応が可能となり、防
災機能の強化が期待できる。

府市港湾局

大
阪
府
域
全
体
で
の
防
災
計
画

及
び
対
応
の
一
元
化
が
可
能
に

指揮監督

情 報

市港湾局
指揮監督

情 報

府港湾局

現状

海岸管理業務は、各々の管理エリアで対応 津波・高潮等に対する府市一体となった防災対応

一元化後（短期）

指揮監督

情 報

大
阪
港

堺
泉
北
港

※実施に当たって、利⽤者ニーズの把握、費⽤対効果等の検討が必要

現状
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(現状) ⼤阪港の港湾区域内では、新島の造成が始まって以降、⼊港船が⼀時的に錨泊するための泊地が
狭隘となっている。
(期待できる施策・効果等) 多くの船舶が入港する⼤阪港の港湾区域内に限定せず、隣接する堺泉北港
の港湾区域内の泊地を広く利⽤することにより、⼤阪港内の泊地の輻輳した状況の緩和が期待できる。

大阪港内の泊地が狭隘となっている。

一元化後（短・中期）
＜堺泉北港の泊地イメージ＞

お互いに補完しあう！（府の港湾区域の泊地利用）Ⅰ-3


